
平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 1

事業名 基本的生活習慣定着促進事業
担当部局
・課室名

教育庁
教育企画室

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

概要

・学校，教育関連団体や行政機関に加え，趣旨に賛
同する企業等により「みやぎっ子ルルブル推進会議」
を組織し，地域社会全体で取り組む体制整備を行うと
ともに，科学的知見によるパンフレットを作成し効果的
に配布する。

手段
（何を
したのか）

・会員募集のための企業訪問

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

訪問企業数（社）

区分
（新規・継続）

新規

平成19年度
決算

実績値 ー

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

県民
事業費
（千円）

ー ー 1,540

対象
(何に対して）

年度
平成20年度
決算

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成21年度

目標値 ー ー 50

ー 45

単位当たり
事業費(千円)

ー ー ＠34.2

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・「みやぎっ子ルルブル推進会
議」の会員になる企業の増加

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

会員登録数（社）

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成21年度

評価対象年度 平成19年度

ー 30

実績値 ー ー 52

目標値 ー

事業に関す
る社会経済
情勢等

・昨今，睡眠や食生活などの生活リズムの乱れている子どもの存在が指摘されており，体調不良や体力の低下，気力や集中力の欠
如など健康・学習面への悪影響が懸念されている。
・社会経済や人々の意識の変化している現在，子どもの望ましい生活習慣を確立するためには，家庭だけでなく，学校，地域，企
業など子どもを取り巻く構成員が互いに連携をして取り組んでいく必要がある。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・望ましい子どもの生活習慣を確立することは，健康な体を作るばかりでなく，
学習にむけた意欲や気力などの育成にも重要であり，本施策の目標の一つ
である学習習慣の定着による学力の向上を達成するために必要な事業であ
る。

②有効性

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析

成果があった
・「みやぎっ子ルルブル推進会議」の会員登録数が，目標値を上回るなど，学
校，教育関連団体，行政，企業等が協力・連携をする体制の基礎が築かれ
た。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・保育園，幼稚園，学校，企業，団体による推進体制が確立し，地域社会全
体による子どもの生活習慣向上への取組の基礎が概ね効率的に築かれた。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・運動の幅を広げるため，できるだけ多くの企業等を訪問し会員数の増加を図る。
・はやね・はやおき・あさごはん推奨運動とも連携をして，各種イベント等で推進会議の活動について啓発を行う。
・指導主事会議や校長会等において，パンフレットの活用例等を説明し，効果的な活用への啓発を図る。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

事
業
の
方
向
性
等

維持
・規則正しい生活習慣を身に付けさせ，学習に取り組む意欲や気力を育成す
るためには，学校，家庭，行政，企業等が連携をして取り組んでいくことが必
要不可欠であり，さらに多くの企業等に取組を広げることが肝要である。

①事業の次年度の方向性 方向性

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・平成２１年１１月に発足したばかりのため，推進会議の認知度が低く，広く啓発していく必要がある。
・啓発用のパンフレットについては，平成２１年度は，３歳以上の幼児と小学校１年生，２年生，３年生の保護者向けに作成し配布したため，平成
２２年度は，それ以外の学年への配布を行う必要がある。

方向性の理由・説明
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15 事業 2-1

事業名 小中学校学力向上推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

評価対象年度 平成２１年度 事業分析シート 政策 7 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

12,700

目標値 100

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・小中学校の教員の教科指導力の向上を図るととも
に，児童生徒の主体的な学びを支援して家庭学習の
習慣形成を図ることにより，児童生徒に基礎・基本を確
実に定着させ，学力の全体的な底上げを図る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

児童生徒 3,090 6,172

手段
（何をしたの
か）

・本県児童生徒の学力の定着状況
を継続的に把握して，具体の授業
改善の方策を示した。
県内１０高校に地域学習支援セン
ターを設置し，家庭における自学自
習の充実を図った。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

学習状況調査の対象児
童生徒の割合
（小５・中２）（％）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

100 100

実績値 57 － －

単位当たり
事業費

＠224.4 － －

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・学習状況調査における正答
率６０％以上の問題の割合が６
０％以上になり，学習の定着が
概ね満足できると判断される状
態。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

学習状況調査における正
答率６０％以上の問題の
割合（％）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 60 － －

実績値 51 － －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県学習状況調査は，平成14，15年度は児童生徒を抽出で実施し，状況を把握した。平成16年度から平成18年度の3年間は，
仙台市を含んで公立小中学校，全ての児童生徒を対象に，4県（岩手，和歌山，福岡，宮城）合同で実施してきた。しかし平成19年
度は仙台市が抜けたため，仙台市を除く宮城県が単独で実施した。また，平成19年度から全国学力，学習状況調査が開始し，平成
20年度からは，宮城県学習状況調査を休止している。

事
　
業
　
の
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・学力向上については，県全体の社会的関心が高く，施策の目的である学力
の把握と学力向上に向けた取組を推進するためには必要性が高い事業であ
る。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。

ある程度成果
があった

・平成２１年度には，県学習状況調査を実施しなかったため，指標のデータと
なる対象教科，学年が県調査と違い単純な比較ができないが，平成２１年度
全国学力調査の結果を参考値として全国値と比較した。正答率６０％以上の
問題の割合については，小学校では６５．０％，中学校では６８．５％と，いず　

分
　
析

業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

があった 問題の割合については，小学校では６５．０％，中学校では６８．５％と，いず
れも宮城県と全国の値は同じであった。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・県学習状況調査を休止したが，国の事業である全国学力・学習状況調査が
実施され，引き続き各学校や各市町村教育委員会等で児童生徒の学習の定
着状況を分析し，授業改善に生かすことができた。
・前年度よりも少ない事業費の中で，学習状況調査以外の事業は継続して概
ね効率的に進めることができた。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充

・平成14年度から実施してきた学習状況調査に基づく各種データに加え，全
国調査のデータを活用しつつ，平成２２年度も引き続き，市町村教育委員会と
連携強化しながら各学校の支援を強化していくことにより，事業の目的を達成
していく。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

･市町村教育委員会と課題を共有するための連携の取組。
・全国学力学習状況調査等の結果を活用した，個に応じた指導の工夫などへの取組。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・保護者や地域と連携した児童生徒の学習習慣の形成，個に応じた指導などの授業改善と教科指導力の向上
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15 事業 2-2

事業名 学力向上サポートプログラム事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

評価対象年度 平成2１年度 事業分析シート 政策 7 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続

事業費
（千円）

-

目標値 -

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・学力向上のための学校改善に取り組む小・中学校
を，指導主事等が継続的，個別的に直接支援し，校内
研修の充実を図るとともに，教員の指導力の向上と児
童生徒の学力向上を図る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

学校 2,720 1,785

手段
（何を
したのか）

・検証改善委員会を開催し，学力調査結
果等の分析を行い，課題を明確にし，改
善策を示した。
・県内１０１校の小・中学校を年３～４回訪
問し，具体の授業改善等の方策を示し
た。
・H20年度実施校で要請のあった１５校に
対し，課題に応じた支援を行った。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

訪問する学校数（校）

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

50 100

実績値 - 54 101

単位当たり
事業費(千円)

- ＠57.2 ＠27.7

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・児童生徒が興味・関心をもっ
て学習に取り組むことによっ
て，学力が向上する。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

学力向上に向けた学校
課題の改善が「図られた」
「やや図られた」ととらえて
いる学校の割合（％）

評価対象年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 - 90 100

実績値 - 100 100

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成１９年度から全国学力・学習状況調査が実施され，宮城県の公立小・中学校ではすべての学校で実施している。また，この調
査結果については，全国的に関心が高い。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・学力向上については，本県の重要課題である。また，県民の関心が高いもの
であるので，そのニーズに応える必要がある。
・児童生徒の学力向上には，授業づくりが重要である。そこで，指導主事等が
学校を直接訪問し，授業改善の指導・助言を行うことは，必要性の高い事業で
ある。

②有効性

・実施校の中で，学力向上に向けた学校課題の改善が「図られた」「やや図ら
れた」と答える学校の割合が１００％あった。
・実施校は，当初１００校としていたが，１０１校で実施した。
・実施校では，校内研修で，模擬授業などの実践的なものを取り入れ，充実しの

　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・実施校は，当初１００校としていたが，１０１校で実施した。
・実施校では，校内研修で，模擬授業などの実践的なものを取り入れ，充実し
た研修が行われるようになってきている。
・継続的に学校を訪問することによって，授業の質がさらに高まってきている。
・支援する教科を算数・数学に国語を加えたことで，学校の希望にさらに応じ
ることができるようになった。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・単価当たりの事業費は，主に指導主事が学校訪問をするときの旅費である。
これは，必要最小限に抑えており，これ以上の経費削減は不可能である。
・本事業は，単位当たりの事業費から見ても効率的に行われたと判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

維持
・本県には公立小・中学校は４６６校（仙台市を除く）ある。平成２０・２１年度と１
５５校を指定した。平成２２年度は１２０校の指定を予定している。事業を継続
し，さらに多くの学校に指導・助言を行う必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・実施校では，指定が終わった後も，継続して学校改善等を図っていく必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・実施校が，指定後も自主的，継続的に学校改善等を図っていく校内体制を構築できるように指導・助言していく。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 3

事業名 小学校教科担任制モデル事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・研究校として県内の小学校１６校を指定し，高学年の
国語，社会，算数，理科から教科を定めて教科担任制
を導入し，実践的な調査研究を行う。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

児童生徒
事業費
（千円）

72,248 75,584 74,123

手段
（何を
したのか）

・調査研究対象モデル校を選
び，常勤講師１名を配置し，教
科担任制の授業を行う調査研
究を行った。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

児童一人一人の学力向
上や小学校から中学校へ
の円滑な適応に効果が図
られているととらえている
学校数（校）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 16 16 16

実績値 16 16 16

単位当たり
事業費(千円)

＠4,515.5 ＠4,724.0 ＠4,632.7

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・教科担任の専門性を生かし
た質の高い授業の実施により，
児童一人一人の学力向上を図
る。
「中１ギャップ」の解消を図る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

ー

評価対象年度 平成19年度

目標値 -

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

－ －

実績値 - － －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・２００２年１月に文部科学省が学力向上対策として奨励したことから，各県で動きが広がっている。仙台市では，平成１８年度に１１校
に非常勤講師を追加配置して実施している。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・本県の学校教育の重点「基礎･基本の定着を図る学習指導の推進と充実」に
基づいた「教育環境基盤の充実」の実践指針の一つである。教科担任制を小
学校高学年でも導入することにより，児童の確かな学力の向上を目指し，より
専門的な教科指導が求められている。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事

・児童一人一人のニーズやつまずきに対応できる授業が展開でき，関心･意欲
の高まりが見られるなどの効果があると評価されている。また，２年目を終えたの

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
の高まりが見られるなどの効果があると評価されている。また，２年目を終えた
時点のアンケートによれば，１６校中１０校が事業終了後，加配の有無に関わ
らず，教科担任制を継続していきたいと考えている。さらに，小・中学校の連携
が図られてきている。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・当該校の研究推進にあたり，各校に対して教諭ではなく常勤講師を配置して
いることにより，事業費はかなり抑えられており，事業は概ね効率的に行われ
たと判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

廃止
・当事業は平成２１年度で終期到来のため終了となるが，当該事業の成果を
踏まえ，平成２２年度以降の当該校及びその他の学校の取組状況を調査・把
握し，紹介していく。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

ー

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ー
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 4

事業名 学力向上推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・高校第１学年に学習習慣を身に付けさせ，生徒の学
力向上を図り，第２学年の中だるみを防ぎ，第３学年で
生徒の希望する進路目標を達成させることをねらいと
して，主任クラスの研修会，教員の授業力向上を図る
プロジェクトを柱に事業を推進する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

高校教員
事業費
（千円）

2,579 2,010 1,902

手段
（何を
したのか）

・第1学年主任等研修会の開
催
・第2学年主任等研修会の開
催
・授業力向上支援事業
・みやぎ学力状況調査
・教育課程実施状況調査

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

授業力向上支援事業に
おける公開研究授業校数
(校)

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 21 36 27

実績値 21 37 27

単位当たり
事業費(千円)

＠122.8 ＠54.3 ＠70.4

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・学年経営力を高め「分かる授
業」を展開できるようにする。
・公開研究授業を行い「分かる
授業」を実践できるようにする。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

「授業が分かる」生徒の割
合（％：みやぎ学力状況
調査）

評価対象年度 平成19年度

目標値 42.0

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

43.5 45.0

実績値 41.0 41.5 45.1

事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県の高校生の現役大学進学率（Ｈ２０年度４６，１％　全国３３位）及び就職内定率（Ｈ２０年度９５．１％　全国３７位）は全国的に
みて低迷しており，希望進路の達成ための学力向上が求められている。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・大学進学率，就職内定率等を向上させるためにも，学力向上対策が求めら
れる。
・学習の仕方や学習習慣の確立，授業力を向上させるための教員の研修会を
実施し，「授業が分かる」生徒の割合を増加させる事業を，県が推進することは
妥当である。今後とも継続が必要な事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事

・学年主任等研修会の実施により，ミドルリーダーとしての意識を高めることが
できた。また，授業力向上支援事業の実施により，授業改善に向けた取組をの

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
できた。また，授業力向上支援事業の実施により，授業改善に向けた取組を
行った結果，「授業が分かる」と答えた生徒の割合が徐々にではあるが上昇し
ている。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・授業力向上支援事業では，学校からの要請により指導主事等を授業研究会
に派遣しているが，主体的に取り組んだ学校が２７校あり，「授業がわかる」生
徒の割合も増加している。単位当たり事業費は昨年度より上昇したが，前々年
度より下回っており，事業は概ね効率的に行われたと言える。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充
・生徒の進路希望達成のために学力向上の取組をさらに推進する必要があ
り，平成２５年度からの新学習指導要領の全面実施に向けて，新学習指導要
領を適切に実施するため，その対応のための事業を進める必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・学力の向上を図るためには，学年経営のリーダーとしての資質向上に向けた学年主任等研修会と，「分かる授業」「考えさせる授業」の実践のた
めの授業力の向上を図る研究授業が事業の柱となる。今後は，新学習指導要領に示されている思考力，表現力，判断力等を育成するため，言語
活動を重視した「考える授業」を充実することが求められる。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・新しい学習指導要領の平成２５年度からの全面実施に向けて，各高校の教育課程の編成・実施に向けた研究・研修を支援するよう取り組んでい
く。平成２２年度には数学と理科，平成２３年度にはそれ以外の教科の学習指導資料を作成し，思考力，表現力，判断力の育成を目指し，言語活
動を重視した授業の充実を目指す。みやぎ学力状況調査は，実施時期を７月に早めることで生徒の意識を早い段階で把握し，その後の生徒の指
導に役立てる。学力テストを２年生対象に実施することで，１年での学習内容全体の学習到達度を確認し，２年生の学習に対する意識を高める。さ
らに，宮城の医師として活躍する志を持った生徒の育成を目的として，医師を志す高校生支援事業を実施する。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 5

事業名 進路達成支援事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

一部新規 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・生徒の進路希望にかかわらず，自らどのように生きる
べきかを考えさせ，志をもって高校生活を送ることがで
きるよう支援する。また，就職を希望する高校３年生に
対し，内定率向上をめざした即効性のある取組を行う。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

高校生
事業費
（千円）

4,145 3,038 4,229

手段
（何を
したのか）

・NPO法人等と連携した，進路
探求ワークショップの開催
・就職試験直前の生徒に対す
る就職ガイダンスや模擬面接
指導の実施

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

進路探求ワークショップの
開催校数(校)

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 ー ー 10

実績値 ー 6 12

単位当たり
事業費(千円)

ー ー 352.4

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・望ましい勤労観や職業観の
醸成を図り，目的を持った高校
生活を推進することにより，卒
業時の進路希望の明確化を推
進する。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

進路希望決定率（3月末）
　　　（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 ー

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ー 99.5

実績値 99.4 99.1 99.3

事業に関す
る社会経済
情勢等

・高校在学中における勤労観・職業観の醸成により，高等学校卒業時の進路未定者を減らすとともに，早期の離職者防止と併せて，
将来のニート，フリーター化を防ぐことが期待されている。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・直接仕事現場の生の声を聞くことにより，教員では指導できない経験談等を
直に聞くことによる効果は非常に大きい。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事 ・体験した生徒のアンケート調査によれば，職業観や人生観などの面で新たなの

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・体験した生徒のアンケート調査によれば，職業観や人生観などの面で新たな
気付きが得られる等の成果が見られた。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・講師の協力をお願いし，講師謝金並びに旅費も無料で開催していることか
ら，非常に効率的な取組となっている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充
・多数の学校外の人材を活用できる事業であり，教員だけでは出来ない事業
であることから今後さらに拡充すべきである。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・多数の講師を学校に派遣するため，県内全域において多くの講師を確保することが必要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・ワークショップ開催校の増加を図るため，開催校による周辺校への事前周知を図る。
・キャリアセミナーコーディネイト事業における講師開拓により，多くの学校からの進路探求ワークショップの開催要請に応えられるように準備する。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 6

事業名 進学指導地域拠点形成事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・県内各地域に進学指導の推進力となる学校（１１校）
を指定し，生徒の学習意欲及び教員の指導力の向上
と進学指導体制の確立のために各種の支援を行い，
生徒の進学希望の実現に役立てる。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

県内の指定校
（１１校）

事業費
（千円）

7,455 6,091 5,761

手段
（何を
したのか）

・連携学習会
・異校種間連携
・連携モデルプラン
・連絡協議会
・学習記録簿
・各校独自の取組

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

実施校数(校）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 11 11 11

実績値 11 11 11

単位当たり
事業費(千円)

＠677.8 ＠553.7 ＠523.7

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・生徒に確かな学力を身につ
けさせるとともに，生徒の学習
意欲と教員の進学指導力を向
上させ，充実した進路指導によ
り生徒の進路実現を支援す
る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

指定校１１校の大学・短大
への現役進学達成率
（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 82.0

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

83.0 84.0

実績値 87.8 88.9 89.1

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成２２年度入学生からの全県一学区制に向け，地域の学校の振興，とりわけ進学面での充実が求められている。県内の均衡ある
発展を保障する教育的基盤の整備のために，県内各地域の進学指導の拠点となる高校への支援が必要である。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・学力向上及び大学・短大への現役進学率，現役進学達成率の向上は本県
にとって最重要課題であり，全県一学区に伴う仙台への一極集中を防ぐため
にも県内各地域の拠点校づくりは欠かせない。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事

・平成１９年３月卒業生と平成２１年３月卒業生を比較すると，国公立大学合格の
　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・平成１９年３月卒業生と平成２１年３月卒業生を比較すると，国公立大学合格
者数，国公立大学進学達成率，東北大学合格者数を含め，大学・短大への
進学率及び進学達成率すべてが向上しており，事業の成果が認められる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・各校とも計画通りに充実した取組が進んでおり，決算の状況から判断しても
効率的であると言える。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

維持
・進学指導地域拠点形成事業の後継事業として「進学拠点校学力向上事業」
を実施し，なお一層，地域の拠点校の進学指導体制を充実させ，学力の向上
を図る必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・全県一学区に伴う仙台への一極集中を防ぐためにも，地域の拠点校において引き続き充実した進学指導を行う必要がある。地域からの一層の
信頼を得るためには，とりわけ国公立大学への進学達成率の向上が求められる。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・県全体の現役進学達成率の向上等を目指し，また全県一学区制も踏まえ，県内各地の拠点校の進学指導充実のために「進学拠点校学力向上
事業」に取り組む。この事業では特に国公立大学への進学実績の向上を目標とし，県としてとりわけ２年生の中だるみ現象への直接的なテコ入れ
策として，合同学習合宿や２年生担当者対象の模試分析ワークショップ等を行う。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 7

事業名 産業人材育成プラットフォーム構築事業(再掲)
担当部局
・課室名

経済商工観光部
産業人材対策課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 産業活動の基礎となる人材の育成・確保

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・関係機関が相互に連携し，創造性や実践力などの資
質を持つ，地域産業を担う人材育成に取り組む。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

県民
事業費
（千円）

446 462 444

手段
（何を
したのか）

・産学官による「みやぎ産業人
材育成プラットフォーム」の設
置，運営
・外部競争資金獲得による人
材育成事業の実施支援
・人材育成フォーラムの開催

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

外部競争資金の公募申
請件数（件）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 3 5 6

実績値 5 6 8

単位当たり
事業費(千円)

@89.2 @77.0 @55.5

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・関係団体の連携による多様
な人材育成事業の実施

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

外部競争資金の採択額
（百万円）

評価対象年度 平成19年度

目標値 -

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

- -

実績値 112 180 180

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成20年後半からの景気低迷による新規学卒者の内定取り消しやいわゆる派遣切り等が社会的な問題となったことから，企業は職
員採用について抑制傾向に転じている。
・一方で，県内では大崎地域や仙南地域において，「大崎ものづくりネットワーク協議会」や「NPO法人仙南広域工業会」が設立され
るなど，地域単位での人材育成の機運が生まれている。しかし，これらの取り組みが他の地域まで波及していない。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・景気低迷の影響を受け，短期的な人材不足は一時的に回避されたものの，
中長期的には不足することが懸念されることから，優秀な人材の育成と確保を
着実に推進していく必要がある。
・人口減少社会が到来する中，産業の成長には技術力や生産性の向上等を
支える人材の育成・確保が欠かせないため，関係機関の連携による取り組み
が必要となるが，連携に向けた調整機能は県に求められており，県の関与は
妥当である。

・関連機関との連携により，公募制の国の競争資金を６件申請し，すべて採択
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

・関連機関との連携により，公募制の国の競争資金を６件申請し，すべて採択
（約１．８億円）され，地域の産業を支える人材の育成が行われた。
・これら公募資金による研修や外部講師からの技術指導等により，工業高校
生の技能検定合格者数が事業開始前の平成18年度には51人であったが，
年々増加し平成21年度末では292人と飛躍的に伸びている。
・また，主に大学生等を対象としたみやぎカーインテリジェント人材育成セン
ター研修講座及びみやぎ高度電子機械人材育成センター研修講座を受講し
た学生が，自動車関連産業への就職が内定するなど，成果を上げている。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・産業界，産業支援機関，教育界及び行政等の関係機関の連携により最小コ
ストで取り組んでいる。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充

・事業成果があがっていること，人材育成は中長期で取り組むことで成果が得
られることなどから，事業は継続する必要がある。
・「地域の人材は地域で育てる」ことを基本とすることから，平成22年度に「圏域
版産業人材育成プラットフォーム」を設置・運営することとしている。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・平成21年度に終期を迎えた国の公募資金事業は，発展税等を活用して当面は自立化のめどがたったが，完全な自立化や全県展開に至ってい
ない。このため，多様な主体による県内各地での自発的な取り組みを誘導し，支援する方策を検討していかなければならない。
・また，人材育成に取り組む主体を顕彰するなどして，社会に対する貢献度を広く県民に周知する必要がある。
・県民意識調査結果の満足度において，「わからない」と答えた割合が４０％と高いことから，学校や企業を含め広く県民一般に理解し支援してもら
うための機運情勢方策の検討も課題となっている。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・当面自立化のめどがたった事業については，完全な自立化と全県展開に向けて，関係機関が連携して協議・検討していく。
・県民等への周知については，県のホームページや県政だよりの広報媒体を通じて，継続して周知に努めるほか，平成22年度に設置予定の「圏
域版産業人材育成プラットフォーム」での取り組みを通じて周知を図っていく。
・さらには，市町村の広報媒体も積極的に活用していく。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 8

事業名 産業人材育成重点化モデル事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

新規 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・黒川高校をモデル校として指定し，地域産業界と密
接な連携関係を構築してキャリア教育を基盤とした教
育活動の充実を図り，地域産業界に貢献できる人材の
育成を目指す。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

高校生
事業費
（千円）

－ － 5,200

手段
（何を
したのか）

・連携コーディネーターの配置
・短期・長期インターンシップ
・キャリアアップ講座
・地域企業等見学会

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

連携コーディネーターの
訪問事業所数（件）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 － － 100

実績値 － － 140

単位当たり
事業費(千円)

－ － ＠37.1

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・地域との連携により，生徒が
地域企業への興味関心を高
め，望ましい勤労観・職業観を
持ち，地域に貢献するような人
材

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

黒川高校生の製造業へ
の就職率（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 －

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

－ 40.0

実績値 42.3 38.0 25.0

事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県では，自動車関連産業をはじめ，ものづくり関連産業の立地が決定し，今後とも関連企業の誘致，ならびにものづくり製造業関
連企業の事業拡大等が図られる。特に大和町流通団地では，その動向が著しく，ものづくり企業における人材面不足への早期対応
が重要な課題である。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・企業立地の集積が進む大和町にある黒川高校が，地域企業等と連携するこ
とによる教育効果は大きい。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事 ・連携コーディネータによる地域企業訪問により，インターンシップ新規受入事の

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・連携コーディネータによる地域企業訪問により，インターンシップ新規受入事
業所数や求人企業数が増加した。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・地域企業を中心とした企業訪問により，黒川高校の工業科の存在や教育内
容を理解してもらい，これまで求人のなかった事業所への就職内定につな
がった。また，新規のインターンシップの受け入れ先も開拓する等，概ね効率
的に事業を展開した。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

維持

・平成２２年度より新しく工業系学科の機械科２クラスと電子科１クラスが設置さ
れ，地域との連携体制を構築しつつある途上の状態であり，さらに推進する必
要がある。
Ｈ３　　→　農業経営科,環境工学科,電子機械科2学級,普通科3学級に改編
Ｈ１４　→　環境工学科を土木科に科名変更，普通科1学級減
Ｈ２２　→　機械科2学級，電子科，土木科，普通科2学級に大幅改編

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・大和町周辺地域での連携体制を確立させ，実践内容の普及を他校へも図る必要がある。
・大和町周辺以外地域や工業以外の他分野における地域連携も推進していく必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・地域との連携体制を確立するとともに，他校への普及，広報を進める。
・他地域・他産業において，人材育成のための地域連携ができないか，検討する。，

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 9

事業名 みやぎクラフトマン２１事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・企業や自治体を含めた地域をあげた産業人材育成
の体制を構築し，地域産業の中核となる実践力と統合
力を持った人材を育成する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

工業高校生
事業費
（千円）

9,377 6,050 3,771

手段
（何を
したのか）

・ものづくり現場実習
・ものづくり高・大・企業連携
・ものづくり実践指導
・ものづくりコンテスト
・ものづくり出前授業

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

インターンシップ派遣生
徒数（人）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 400 500 600

実績値 290 469 458

単位当たり
事業費(千円)

＠32.3 ＠12.9 ＠8.2

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・「ものづくり産業」が必要とす
る「ものづ くりを志向する人材
の確保」，及び「統合力を持つ
人材の養成」

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

技能検定の資格取得者
数(人）

評価対象年度 平成19年度

目標値 100

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

150 200

実績値 109 140 128

事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県地域経済を支えている中小企業の多くは就業者の高齢化が進み，若手人材の不足が深刻化している。慢性的な人材不足の
状況は，将来中核となる技術人材の育成・確保，地域として維持が不可欠な一定レベルの技術・技能の伝承という課題を抱えてお
り，地域産業を担うものづくり人材の育成が求められている。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・文科省の指定事業，経済商工観光部と連携し推進している。
・将来，地域産業を担い中核となる，実践力と統合力を持ったものづくり人材
の育成に対する期待は大きく，本県の産業振興の戦略的視点からも重要であ
る。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事

・インターンシップ派遣生徒数は，新型インフルエンザの流行による影響等か
ら，目標値に対する乖離幅がおおきくなったものの，前年度並みの実績を維の

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
ら，目標値に対する乖離幅がおおきくなったものの，前年度並みの実績を維
持，ものづくり現場における実践指導が充実した。
・技能検定の資格取得者数については，全体の合格者数は減少したものの，
上級の資格取得者数は３倍に増加している。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・産官学の連携体制が確立し，各事業所のインターンシップ受け入れ体制が
整い効率化が図られた。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充
・ものづくり産業の担い手となる人材の育成及び確保は，本県の施策及び社
会情勢からも喫緊の課題である。本事業の必要性・有効性を踏まえて，対象
校を増やす等，より拡充していくことが必要である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・技術力・指導力を有する特定の技術者への依頼が集中する傾向がある。
・定期的・効果的に実践指導を実施するため，指導者の更なる確保が必要である。
・インターンシップ受け入れ事業所数を拡充する必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・圏域別人材育成プラットフォーム会議（平成２２年４月設置）の定着と機能強化を図り，実効性を高める。
・各校の実践希望技術者の事前把握と関係団体との連携によりスケジュール調整を行う。
・関係団体との連携により，インターンシップ受け入れ可能な事業所を開拓する。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 10

事業名 ものづくり実践力向上対策事業
担当部局
・課室名

教育庁高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
・工業高校生のものづくり技能の向上を図り，自動車関
連産業をはじめとする製造業関連業界のニーズに対
応できる有為な人材を育成する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

工業高校生
事業費
（千円）

ー 27,916 26,700

手段
（何を
したのか）

・企業OB等の技術者による実
践指導
・ものづくりのための最新工作
機械の導入

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

技能検定の資格取得者
数（人）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 ー 76 80

実績値 66 70 74

単位当たり
事業費(千円)

ー ＠398.8 ＠360.8

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・ものづくりを志向する生徒数
の増加（人材確保）

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

製造業に就職する生徒の
割合（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 ー

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

65.0 67.0

実績値 63.5 61.4 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県においては，現在，富県宮城の実現に向けた企業誘致が進められ，その立地企業並びに地域のものづくり産業における人材
の確保が課題となっている。中でも自動車関連産業をはじめとする，ものづくり関連企業では，近年の高度化された多様な製品の加
工ニーズに対応できる技術者が不足しており，その積極的な育成が求められている。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・富県宮城の実現に向けた企業誘致が進む中，その立地企業並びに地域の
ものづくり産業における人材の確保と育成は，本県の産業振興の戦略的視点
からも重要である。

②有効性の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度
成果があった

・企業技術者による実践指導と最新の工作機械の導入により，生徒の技術・技
能は確実に向上しており，技能検定合格者数及び上級の資格取得者数も増
加している。。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・企業技術者による指導と最新の工作機械の導入を関係高校に集中すること
により，概ね効率よく効果的にものづくり技能の向上を図ることができた。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

拡充

・ものづくり産業の担い手となる人材の育成及び確保は，本県の施策及び社
会情勢からも喫緊の課題である。本事業は，その必要性・有効性の点から，対
象校を更に増やしたり，各校への派遣指導回数を増やす等拡充していくこと
が適当である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・技術力・指導力を有する特定の技術者への依頼が集中する傾向がある。
・定期的・効果的に実践指導を実施するため，指導者の更なる確保が必要である。
・効率性を重視し，実践指導や工作機械の導入を計画的・段階的に特定高校へ集中するなど，重点化を図ってきたが，成果を全県展開するとい
う点では不十分である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・圏域別人材育成プラットフォーム会議（平成２２年４月設置）の定着によりり，学校と技能者のコーディネート機能を高める。
・各校の実践希望技術者の事前把握と関係団体との連携によりスケジュール調整を行う。
・本事業は地域産業の担い手育成と確保を目的とすることから，発展税活用事業としてふさわしく，事業を拡充し全県展開を図っていく。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 11

事業名 １３歳の社会へのかけ橋づくり事業（再掲）
担当部局
・課室名

教育庁・義務教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 豊かな心と健やかな体の育成（再掲）

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・県内公立中学校の全１年生が，奉仕活動や福祉体
験，援農等産業現場やその他地域づくりへの支援等
の取組を行い，思いやりの心や公共心，勤労観，自己
達成感等とともに，将来にわたり社会の中で生きていく
力の涵養を図る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

中学校
事業費
（千円）

5,923 4,555 1,086

手段
（何を
したのか）

・県内公立中学校の全１年生の奉仕活動
や福祉体験活動等，社会との接点となる
体験活動を計画し，県内一斉同時期（１１
月）を基本に実施。県内公立中学校の取
組事例と成果や課題の一端を掲載した
リーフレットを作成。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

実施中学校数（校）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 219 217 216

実績値 187 189 129

単位当たり
事業費(千円)

＠31.7 ＠24.1 ＠8.4

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・県内公立中学校全１年生が社会との接
点となる体験活動を行うことによって，人
間関係づくりをはじめ，思いやりの心や命
を大切にする心や公共心，勤労観，自己
達成感等を育成し，将来にわたって社会
に生きていく力の涵養を図る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

活動を行った生徒数の割
合（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 100

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

100 100

実績値 80 82 60

事業に関す
る社会経済
情勢等

・社会の様々な面で人間関係の希薄化が憂慮される中，中学１年生（１３歳）は，小学校から中学校に移行し，不安と期待の入り混
じった多感な時期である。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・社会の様々な面で人間関係の希薄化が憂慮されている中で，小学校から中
学校に移行し，不安と期待の入り混じった多感な時期にある中学１年生（１３
歳）が，社会との接点となる奉仕体験活動や福祉体験，援農をはじめとする産
業現場での支援等を行うことにより，思いやりの心や公共心，勤労観等の育成
や社会の中で生きていく力の涵養を図る事業であり，社会情勢に適合した施
策である。
・県内全域で同一時期に奉仕体験等を行うことで，学校の取組を地域社会に
対し大きなうねりとして示し，学校と地域の連携強化を図る事業であるが，市町
村が主体となって取り組む体制が適切である。

の
　
分
　
析

村が主体となって取り組む体制が適切である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・各市町村教育委員会や各中学校とも事業の主旨を理解し実施したため，施
策の目的の実現につながったと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・１校あたりの事業経費が低額にもかかわらず，子どもたちの他者への思いや
りと公共心を育むきっかけとなる体験活動が展開されており，効率的な事業と
判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

廃止 平成２１年度で事業終了

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

ー

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ー
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 7 施策 15 事業 12

事業名 ＩＣＴ教育推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・学習効果を上げるため，わかる授業の実践として各
教科における効果的なICT(情報通信技術）の活用を
推進するとともに，情報社会の一員として必要な能力
や態度を身につけさせる。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

教員
事業費
（千円）

446 1,080 1,376

手段
（何を
したのか）

・みやぎICT教育推進会議
・校種別プロジェクト委員会
・みやぎIT教育ポータルサイト
の充実
・情報モラル指導リーフレット作
成等

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

ＩＣＴプロジェクト委員会の
開催回数(回）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 3 3 3

実績値 1 3 5

単位当たり
事業費(千円)

＠446.0 ＠360.0 ＠275.2

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・多くの教員が，各教科でICT
を活用した授業の実践のスキ
ルを身につけ，ＩＣＴを活用し
た，わかる授業の推進を図ると
共に，情報モラル教育の充実
を図る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

教員が授業でICTを活用
した割合（％）
(Ｈ１８文部科学省調査項
目の変更により資料を変
更）

評価対象年度 平成19年度

目標値 50.0

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

52.0 55.0

実績値 49.0 52.7 55.2

事業に関す
る社会経済
情勢等

・学力向上を目的とした「わかる授業」の展開を目指した授業改善の一つとして，ＩＣＴ等を活用した取組が期待されている。また，校
務の情報化を図るとともに，児童・生徒の情報活用能力の育成により，情報の取捨選択を身につけるなど，情報モラル教育の充実が
求めれている。

事
　
業
　
の

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・情報活用能力の育成が求められているが，みやぎICT教育推進計画をベー
スとして，校種別に組織するプロジェクト委員会を立ち上げ事業を推進した。
小・中・高等学校において，それぞれ情報モラル教育について公開授業を実
践するなど，ＩＣＴを活用した，指導方法の普及促進を図るために重要な事業と
なっている。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，事

・各校種別プロジェクト委員会の年間実績報告を，みやぎＩＴ教育ポータルサイ
トに掲載し，授業計画立案等に活用できるサイトを構築した。
・情報モラルの指導の充実や，情報モラル教育の充実を図るためリーフレットの

　
分
　
析

・成果指標又は活動指標の状況から見て，事
業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・情報モラルの指導の充実や，情報モラル教育の充実を図るためリーフレット
を作成し，宮城県内の小学校4年生以上，中学校全学年及び高校全学年の
生徒を対象として作成し学級活動や家庭での話題とする資料を配布した。（20
万枚作成）

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・情報通信ネットワークを活用し，効率的にプロジェクト委員の情報共有を図る
ことができた。また，意見交換により安価で効率よい機器の活用例や，工業高
校の協力を得て，機器活用の推進を図る備品作成に協力を貰うなど，概ね効
率的に事業を展開した。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性の
向上のために他の事業と統合する必要等は
ないか。

維持

・現在，大きな課題となっている情報モラル教育について，教員の指導力向上
が極めて重要となっている。今後は全ての教員が情報モラル等を指導する能
力を持つことが必要となることから，情報モラル教育の充実を図ることにより，問
題の未然防止につなぐため，事業を継続することが必要である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・児童生徒がコンピュータやネットワークを活用して正しく情報を収集したり活用しながら問題解決をしていく能力の育成が重要である。
・情報メディアの適切な利用法や情報モラルを身につけさせる指導方法を確立することが重要である。
・問題の未然防止に繋げるため，関係機関等との連携強化と情報共有を図ることが重要である。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・情報機器等の今後の技術の進歩に対応するため，教員がＰＣだけでなく携帯電話等の情報ツールに対応するスキルの向上を図る。
・指導資料や活用事例を収集し，コンテンツの充実化を図るとともに，実践先進校で研修する機会を設定する。
・教育機関のみならず，地域の関係機関等との連携を強化し，情報を共有する場を設定する。
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